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１．並行在来線全体を俯瞰し，整理

サービスレベル，経営状況（貨物線路使用料等）

２．並行在来線について，地域交通活性化のツールとしてアプローチ

自治体の地域交通計画との対応を確認

３．鉄道の線としての広域性を踏まえた評価

及び，鉄道の面としての広域性を踏まえた評価

並行他路線とのかかわりに着目

４．計画段階の関係者検討(場)の状況とその重要性

５．並行在来線に対するイメージを変革させるメッセージ性

赤字路線押し付けではなく，都市・地域経営化の可能性を示唆

成果



コメント
１．並行在来線全体を俯瞰

① 経営に係る本質的視点 …どのような目的，議論を経た「結果」なのか

・公的資金の投入による「黒字化」は重要であるが自明ともいえる．

（赤字の路線はインセンティブを期待している等の視点も．）

・サービスレベルとの関係の視点

外見上の黒字化が大事なのか，利便性向上と収支均衡の両立が大事なのか

・目標設定型か，公的予算の範囲内かなど

どのような目的で公的資金を充当するのか．…富山の事例あり

② サービスレベル（運行本数）は機械的な評価ではなく，一定水準が存在

・モビリティの観点で一定レベル以上か否か

③ 技術的視点

・運行頻度増に物理的限界がある場合も（貨物ダイヤ，配線など）

現在および今後の課題



出典：あいの風とやま鉄道資料



出典：あいの風とやま鉄道資料



予測 計3,4583

僅か4年で予測の２０％増開業年度で
予測の７％増

あいの風とやま鉄道の推計値（2015）と輸送実績（2015以降）

富山県資料に加筆



1日19本→66本（15分パターンダイヤ化）等

富山市資料を基に構成



JR富山港線と富山ライトレールの時刻表

   JR富山港線 時刻表

   富山駅発/平日  平成16年1月

5時

6時 00     19                       52

7時                  30

8時 01               34

9時                                       58

10時

11時      11

12時                                     57

13時

14時  04

15時   08

16時       14          38

17時        16                         54

18時             26

19時      11

20時   08

21時           23

22時

23時

  富山ライトレール 時刻表

  富山駅北発/平日    平成18年4月

5時                    57

6時                                  35              53

7時             14      24        36     45     55

8時   05       15      25      35      45      57

9時   06      14           30            45

10時 00         15          30            45

11時 00         15          30            45

12時 00         15          30            45

13時 00         15          30            45

14時 00         15          30            45

15時 00         15          30            45

16時 00         15          30            45

17時 00         15          30            45

18時 00         15          30            45

19時 00         15          30            45

20時 00         15                          45

21時              15                          45

22時              15                          45

23時              15

時刻表出典：富山ライトレールの誕生，2007/9/1,富山市 (監修), 富山ライトレール記録誌編集委員会 (編集)
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〇使いやすいダイヤに
（パターンダイヤ化、始発・終電時刻)

ピーク時（片道） 2本/時 → 6本/時
オフピーク時（片道） ０~１本/時 → 4本/時

運行本数/日（片道） 19本/日 → 66本/日



都市計画学会が日本の縮図としている埼玉県を対象とするwebアンケート調査．（2021、2022年度，金山研究室）

出典：モビリティ向上に資する鉄道サービスレベルの研究,島津光佑・十田拓実・金山洋一,
第66回土木計画学研究発表会講演集,2022.11

気軽にお出かけしたくなる運行頻度（都市内交通）

© Kanayama lab

大都市 山間部等ローカル地方都市エリア解釈

10分一本程度以上
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© Kanayama lab

富山のような事例がほとんど見られない

出典：金山洋一ほか,都市政策に寄与する強靭で持続可能な地域鉄道の整備・運営制度の研究
～既往の上下分離の評価と官民の役割分担型上下分離の可能性～,土木学会論文集80 巻,2024 

宇都宮ラ
イトレー
ル

本日の資料より
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２．並行在来線に対する地域交通活性化のツールとしてのアプローチ

① 並行在来線の維持・利便性向上は，都市・地域・住民のため

・公共交通面に加え，都市政策の視点が必要（立地適正化計画など）

② 時間軸の視野が重要

公的資金は縮小するより拡大する方向性も．

（環境） 人口減，人出不足等を踏まえた将来的な課題の視点

（都市政策）「現状維持」「減便」ではなく，「利便性向上」を図る視点

例：ネットワーク型コンパクトシティ政策

課題



3/26開催：第３回高山本線沿線ブラッシュアップ会議

出典：富山市資料



出典：あいの風とやま鉄道資料



道路空間を活用した地域公共交通（BRT）等の導入に関するガイドライン
令和 4 年 9 月 国土交通省 総合政策局・都市局・道路局

鉄道が都市に与える特性

富山大学 金山研究室



視点による決定的な相違
Aタイプ

Bタイプ

地域が支える？？？

鉄道等公共交通と都市は一体的 →自分ごと
© Kanayama lab
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３．鉄道の線，及び面としての視点

線：3セクの連携（関係自治体には各々の事情）

面：並行民鉄に与える影響をどう捉えるか

・いずれも，反射損益の観点が存在 …公営と民営が関わる場合は課題が．

課題

© Kanayama lab
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４．計画段階の関係者検討(場)の状況とその重要性

① 利害調整機能の必要性の視点．反射損益(自治体，事業者)が発生する場合等

都市利便事業における広域的・中立的な公的主体の活用に事例あり．

② 技術的視点（公費を用いる観点，技術開発，契約手続き）

・公的資金を用いる事業：
技術的検討には公的事業に不可欠な「公益性」「額の妥当性」の確保が必要．

（会計検査院等の存在）

・技術開発

・（公益性）サービスレベルに関する技術的知見

・（額の妥当性）公的事業では一般競争入札が原則（緩和要件あり）

→ 技術面は充足しているか？

課題
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５．並行在来線に対するイメージを変革させるメッセージ性

地域鉄道等にも共通する根本的課題への接近

（現状制度の課題と革新に関する報告）

・地域交通制度の革新案(運輸総合研究所)

・地方部の鉄道の利便性を向上しうる鉄道に係る法制度のあり方の研究(富山大学)

例 鉄道事業法 自立経営，計画供給輸送力 …需要減なら減便が合理的

→都市，住民の移動の観点で利便性向上の議論（特に人口減社会）

※ 貨物調整金は，整備新幹線建設主体の鉄道・運輸機構による負担が主

∵ 新幹線は国に責任（全国新幹線鉄道整備法が存在）．

→ 貨物鉄道，在来線も不可欠な社会インフラとする視点が求められないか．

課題



城端線・氷見線の再構築

出典：富山県資料



全国的には，
鉄道等公共交通に対するパラダイムシフトが必要な分野



上段：1995年度 国鉄改革(日本)、EU指令後 概ね5年後
下段：2013年度 更に概ね20年後
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地域鉄道、四国や北海道が, 欧州標準 !

注） 輸送密度：営業キロ1km当たり１日平均輸送人員 「鉄道統計年報」とUIC(鉄道国際連合)HPより作成

鉄道 輸送密度の比較（日欧）

© Kanayama lab

万人/km・日

輸送密度は、収益性ではなく経済活性化の観点で見る
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都市圏の定義は国連による 22© Kanayama lab

東京感覚病
東京圏は数十年間，地球上でダントツの人口規模
鉄道が事業として自立経営できる珍しいエリアと言える

日本の地方部の都市圏人口が，海外(欧州)標準．



考え方の転換が必要

「補助」ではなく「投資」

鉄道事業者が行う事業経営に対する支援(「補助」)

サービスレベルも社会インフラ

都市経営としての経費・投資の位置づけに

非商業領域にあり利便性向上が困難な鉄道事業者は，
真に効果を享受する「都市・社会」からの委託を受けて，

運行，技術開発など活力と効率性を発揮
© Kanayama lab



土木計画学研究・論文集 第38巻（特集）2021
都市政策に適う鉄道の整備・運営サービスを実現しうる官民分担型上下分離の考え方と可能性
･･･経済の活性化、住みやすさ、コンパクトシティ化には、従来の事業者主導型に限界がある場合における、
官（自治体）も主導的役割を持つ官民分担型の制度のあり方と有効性を示した。

土木計画学研究・論文集 第40巻（特集）2023
官民分担型上下分離における地域鉄道事業者の運行継続性と経営健全性の確保等に関する研究
･･･事業者にとって：地域鉄道事業者の経営改善と魅力向上を可能とすることを示した。

土木学会論文集80 巻 2024 
都市政策に寄与する強靭で持続可能な地域鉄道の整備・運営制度の研究

～既往の上下分離の評価と官民の役割分担型上下分離の可能性～
･･･自治体にとって：既往の上下分離施策事例についての可能性とともに課題を示した。

土木計画学研究・発表会第66回 2022 
モビリティに資する鉄道サービスレベルの研究
･･･利用者にとって：モビリティに資する運行サービス（頻度）は、10分間に一本以上、
地方郊外部でも15分に一本以上であることを示した。将来的に必要になるであろう
モビリティある利便性の検討に際して、目安があれば施策のスピード感が得られる観点。

土木計画学研究・発表会第70回 2024.11
地方部の鉄道の利便性を向上しうる鉄道に係る法制度のあり方の研究
･･･利便性向上方策を遅滞なく社会実装する観点で、法制度の評価とあり方を示した。

制度的解決策の社会実装に向けた論文の体系図

土木計画学研究・発表会第68回 2023.11
公設公有民営型の鉄道整備・運営手法における組織形態の観点での公益性、効率性及び公平性の発揮要件に関する研究
･･･公設公有民営型、官民分担型制度には、上下両組織間の独立性等が前提になることを示した。

組織面
注意点

© Kanayama lab

4月発刊予定

4月発刊予定



潜在的状態
問題予測域

課題顕在化
問題発生域

問題拡大期
回復困難域

時間

問
題
の
大
き
さ
と
回
復
不
可
能
性
・
コ
ス
ト

問題の顕在化・拡大と回復困難性

気付く人は少ない
回復は極めて容易

気付く人は多くない
回復は比較的容易

皆が気付く
回復は不可能

多くの人が気付く
回復は困難を伴う
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自分の都市・国はどこにあるか？

© Kanayama lab
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